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厚生・産業常任委員会 

 

１ 開催日時   平成 30 年７月 11 日（水） 10 時 00 分～12 時 40 分 

 

２ 開催場所   第四委員会室 

 

３ 説 明 員  健康医療福祉部長、商工観光労働部長および関係職員 

 

４ 議事の概要 

【商工観光労働部】 

（１）ジェトロ滋賀貿易情報センターの取組状況について 

    委員からは、インバウンドとアウトバウンドは戦略を持って取り組まないと、相乗

効果を発揮できないので意識されたい、資料にはジェトロ滋賀貿易情報センターの利

用実績である商談件数や成約見込み件数等の記載はあるが、それによって県内企業に

どれだけ利益をもたらしたかの把握が不十分なので、検討されたいなどの意見が出さ

れた。 

 

（２）地域再生計画「滋賀県本社機能移転プロジェクト」の変更について 

 

（３）住宅宿泊事業法の施行状況について 

 

（４）「ちゃばら」滋賀県コーナーについて 

 

【健康医療福祉部】 

（５）平均寿命・健康寿命要因分析結果について 

    委員からは、「健康しが」コ・クリエーション事業について、ビワイチなどの事業

の推進に当たっては、商工観光労働部等と連携して健康増進のエビデンスを適切にと

って取り組まれたい、喫煙者の減少などの生活習慣が改善した背景には、健康推進員

や保健師の活動をはじめ、各市町の保健行政の取り組みがあり、この機会に県として

もこれまでの活動の成果を適切に評価することが大切であるなどの意見が出された。 

 

（６）障害者差別解消法の実効性の補完などを盛り込んだ共生社会づくりを目指すための条

例骨格の答申について 

 

（７）平成 29 年度滋賀県における児童虐待相談件数等の状況について 

    委員からは、０歳から３歳未満の子が虐待件数の２割弱を占め、虐待者の６割強が

実母であることは信じられない話である、子どもの居場所づくりの提供に尽力すると

のことだが、乳幼児の居場所は保護者の傍しかないので、国において家庭教育支援法

案が検討されている中、県は家庭教育の必要性を訴えていただきたいなどの意見が出

された。 
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（８）大阪府北部を震源とする地震への対応状況について 

 

 

 

 委員会で配付された資料  

１ ジェトロ滋賀貿易情報センターの取組状況について 

２ 地域再生計画「滋賀県本社機能移転促進プロジェクト」の変更について 

３ 住宅宿泊事業法の施行状況について 

４ 「ちゃばら」滋賀県コーナーについて 

５ 平均寿命・健康寿命要因分析結果について 

６ 滋賀県社会福祉審議会答申「障害者差別解消法の実効性の補完などを盛り込んだ共生社

会づくりを目指すための条例の骨格」の概要等 

７ 障害者差別解消法の実効性の補完などを盛り込んだ共生社会づくりを目指すための条

例の骨格について（答申） 

８ 平成29年度滋賀県における児童虐待相談件数等の状況について（概要） 

９ 大阪府北部を震源とする地震への対応状況について  

 

 


